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(百万円未満切捨て)
１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 ＥＢＩＴＤＡ 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 132,328 △29.6 △14,820 － △18,692 － △30,462 － △19,810 －
2025年３月期 188,012 △21.4 △33,048 － △37,068 － △40,415 － △78,220 －

(注１)包括利益 2026年３月期 △14,168百万円( －％) 2025年３月期 △78,771百万円( －％)
(注２)EBITDAは、営業利益（損失）に営業費用である減価償却費を加算して算出しています。

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 △3.20 － － △22.4 △14.1

2025年３月期 △12.64 － △169.9 △21.7 △19.7

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 124,248 △7,412 △6.1 △10.17

2025年３月期 148,031 6,890 4.5 △7.88
(参考) 自己資本 2026年３月期 △7,518百万円 2025年３月期 6,649百万円
(注) 当連結会計年度及び前連結会計年度の「１株当たり純資産」については、当社が発行する普通株式と権利関係の

異なる種類株式に係る残余財産の分配額を控除して算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 △23,197 22,762 5,050 27,186

2025年３月期 △25,450 △8,161 25,693 20,432

２．配当の状況
年間配当金 配当金総額

(合計)
配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －
2027年３月期
(予想)

－ 0.00 － 0.00 0.00 －

(注) 上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式
（非上場）の配当状況については、後述の「(参考）種類株式の配当の状況」をご覧下さい。

３．2027年３月期通期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）
当社は、現在、財務状況の改善に向けて各種財務施策を検討していることに加え、新規事業の具体的な内容や実施

時期により業績が大きく変動する可能性があることから、現時点においては2027年３月期の連結業績予想は公表して
おりません。今後、合理的な見積りが可能となった段階で、速やかに開示いたします。詳細は、添付資料Ｐ．４「１．
経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご参照ください。



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 -社 (社名)- 、除外 -社 (社名)-

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、添付資料Ｐ．13「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計上の見積
りの変更に関する注記）」をご覧ください。

（３）発行済株式数

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 3,880,393,562株 2025年３月期 3,880,393,562株

② 期末自己株式数 2026年３月期 67株 2025年３月期 67株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 6,188,721,284株 2025年３月期 6,188,721,284株

(注) Ｅ種優先株式は、剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、期末発行済株式数及び
期中平均株式数に含まれております。

(参考) 個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 114,980 △33.6 △21,534 － △20,055 － △7,806 －

2025年３月期 173,226 △22.1 △41,361 － △44,826 － △82,016 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 △1.26 －

2025年３月期 △13.25 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 92,706 △45,983 △49.7 △16.40

2025年３月期 114,332 △38,042 △33.5 △15.14

(参考) 自己資本 2026年３月期 △46,089百万円 2025年３月期 △38,283百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（決算説明会内容の入手方法について）
当社は、2026年５月14日にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で使用する資料は事前に

TDnet及び当社ウェブサイトに掲載するほか、説明会の模様については、開催後２日以内に当社ウェブサイトに掲
載する予定です。



（参考）種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ｅ種優先株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2027年３月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

2026年３月期（2025年４月１日～2026年３月31日）

【連 結】 (単位：百万円）

決算期 2025年３月期 2026年３月期

項 目 金額 構成比 金額 構成比 前期比

民生・産業機器 62,155 33.1％ 23,533 17.8％ △62.1％

車載 125,857 66.9％ 108,794 82.2％ △13.6％

売上高 (注)１ 188,012 100.0％ 132,328 100.0％ △29.6％

EBITDA (注)２ △33,048 － △14,820 － －

営業利益 △37,068 － △18,692 － －

経常利益 △40,415 － △30,462 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 △78,220 － △19,810 － －

(注)１ 2026年３月期第１四半期連結会計期間より、液晶スマートフォン事業縮小に伴い売上区分の統合及び売上分

野の名称を次のとおり変更いたしました。なお、売上区分の統合に伴い、前期の数値も組替えています。

：「スマートウォッチ・ＶＲ等」及び「液晶スマートフォン」→「民生・産業機器」

２ EBITDAは、営業利益（損失）に営業費用である減価償却費を加算して算出しています。

当連結会計年度（以下「当期」といいます。）において、当社は収益改善および財務健全性の確保を最重要課題と

して、事業構造改革および資産売却を中心とした各種施策を推進してまいりました。

構造改革の一環として、固定費負担の大きかった茂原工場（千葉県茂原市）での生産を2025年11月までに終了し、

国内生産を石川工場（石川県能美郡）へ集約いたしました。石川工場は、ディスプレイに加え、センサー等のディス

プレイ以外の製品を同時に生産できるMULTI-FAB工場として再編し、BEYOND DISPLAY戦略の中核拠点として位置付けて

おります。また、希望退職者の募集等による国内外の人員削減も進行中であり、国内では2025年８月25日の募集期間

終了までに1,483名の応募があり、当期において1,320名が退職し、事業規模に合わせた組織体制への移行が進んでお

ります。

財務健全化に向けた施策としては、2025年７月に当社及び当社子会社の知的財産の一部を移管した新設子会社の株

式の全部をいちごトラストの子会社へ譲渡しております。加えて、2026年３月31日付「鳥取工場の譲渡のお知らせ」

のとおり、2025年３月に生産を終了しました鳥取工場の譲渡に向けて最終契約を締結しており、物件の引き渡しは

2026年９月末を予定しております。また、茂原工場につきましても、引き続き複数の売却候補先と交渉を継続してお

り、最終契約締結に向けて尽力してまいります。

これら構造改革および資産売却の施策による固定費削減効果は、今後段階的に業績数値へ反映されていく見通しで

す。

こうした基盤整備を進める一方で、当社はBEYOND DISPLAY戦略を掲げ、ディスプレイ製造で培ってきた技術や製造

基盤を活用し、ディスプレイ分野にとどまらない新たな事業領域への展開を進めております。当期においては、これ

ら新事業に関する量産に向けた開発が進展しており、BEYOND DISPLAY戦略の具体化に向けた取組みを継続しておりま

す。

上記の結果、当期の売上高は、撤退に向けて戦略的に縮小を進めてきた液晶スマートフォン向けディスプレイの売

上高が極めて僅少な水準まで低下したことに加え、鳥取工場及び茂原工場の生産終了に伴う受注減少の影響により、

前期比29.6％減の132,328百万円となりました。売上高は大幅に減少したものの、希望退職者の募集等による国内外の

人員削減や役職員の賞与減額による人件費削減に加え、鳥取工場及び茂原工場の生産終了に伴う工場経費減少等によ

りコスト削減が進み、キャッシュ収益指標であるEBITDAはマイナス14,820百万円（前期はマイナス33,048百万円）、

営業損失は18,692百万円（前期は37,068百万円の損失）と、損失額は前期比で縮小しました。経常損失は、支払利息

8,733百万円の計上等により、30,462百万円（前期は40,415百万円の損失）となりました。また、茂原工場の生産終了

決定や希望退職者の募集に伴う事業構造改善費用9,423百万円の計上の一方、関係会社株式売却益18,533百万円の計上

等により、親会社株主に帰属する当期純損失は19,810百万円（前期は78,220百万円の損失）となりました。
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なお、当期の対米ドルの平均為替レートは150.8円（前期は152.6円）でした。

売上高の事業体別状況は次のとおりです。

（民生・産業機器）

当事業体は、従来「スマートウォッチ・ＶＲ等」と「液晶スマートフォン」に区分していた売上高分野を統合した

ものであり、デジタルカメラ等の民生機器用ディスプレイ、医療用モニター等の産業用ディスプレイ、センサー、特

許収入等を含みます。

当期の当事業体の売上高は、23,533百万円（前期比62.1％減）となりました。これは主に、液晶スマートフォン向

けディスプレイが戦略的縮小により極めて僅少な水準となったことに加え、茂原工場の生産終了によりスマートウォ

ッチ用OLEDディスプレイの出荷が減少したことによるものです。

（車載）

当事業体は、計器クラスターやヘッドアップディスプレイ等の自動車用ディスプレイを含みます。

当期の当事業体の売上高は、108,794百万円（前期比13.6％減）となりました。これは主に、低採算品からの撤退に

加え、顧客の生産計画の変更の影響や、鳥取工場及び茂原工場の生産終了に伴う受注減少によるものです。

（２）当期の財政状態の概況

当期末の資産合計は、前期末（2025年３月31日）比23,783百万円減少し、124,248百万円となりました。これは主

に、子会社株式の譲渡及び短期借入により現金及び預金が増加したほか、退職給付に係る資産も増加した一方で、鳥

取工場及び茂原工場での生産終了に伴う前倒し生産分の出荷進展により棚卸資産が減少したこと、並びに売掛金及び

未収入金が減少したことによるものです。

負債合計は、前期末比9,479百万円減少し、131,661百万円となりました。これは主に、茂原工場での生産終了に伴

う前倒し生産の実施により顧客から受領した前受金が増加した一方、生産を終了した工場に関連する支払の進捗によ

り事業構造改善引当金が減少したことに加え、買掛金及び有償支給に係る負債が減少したことによるものです。

純資産合計は、前期末比14,303百万円減少し、7,412百万円の債務超過となりました。これは主に、親会社株主に帰

属する当期純損失の計上により利益剰余金が減少したことによるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

営業活動によるキャッシュ・フローは、運転資金が改善したものの、税金等調整前当期純損失の計上等により、

23,197百万円の支出（前期は25,450百万円の支出）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、関係会社株式の売却による収入等により、22,762百万円の収入（前期は

8,161百万円の支出）となりました。

この結果、フリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フローと固定資産の取得による支出の合

計）は、24,391百万円の支出（前期は35,965百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加等により、5,050百万円の収入（前期は25,693百万円の収

入）となりました。

これらの結果及び為替の影響により、当期末における現金及び現金同等物の残高は27,186百万円となり、前期末に

比べ6,753百万円の増加となりました。
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（４）今後の見通し

当社は、当期末において債務超過の状態となっており、債務超過の解消が最重要課題であると認識しております。

このため、茂原工場の売却について複数の売却候補先と交渉を継続しており、最終契約の締結に向けて引き続き尽

力してまいります。また、2026年５月13日付のいちごトラストによる第14回新株予約権の一部行使に伴い、約96億円

を調達いたしました。当該新株予約権の未行使分について、引き続きいちごトラストに対して行使要請を行うことを

含めた財務施策を検討しております。

また、当期に実施した事業構造改革により、収益構造は改善しつつあり、これらの取り組みは中長期的な財務基盤

の構築に資するものと考えております。これらの効果については、2027年３月期以降の業績において順次顕在化して

いくものと見込んでおります。

なお、資産売却や新株予約権行使等の財務施策の内容・時期、並びに米国ディスプレイ事業に関する当社の取り組

みの具体的な内容や実施有無によって、業績が大きく変動する可能性があることから、現時点においては連結業績予

想を公表しておりません。今後、合理的な見積りが可能となった段階で、速やかに開示してまいります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、株主への利益還元を重要な経営課題の一つとして認識しております。しかしながら、当期は親会

社株主に帰属する当期純損失を計上し、配当原資となる剰余金もマイナスとなっており、運転資金の確保が必要であ

ることから、誠に遺憾ながら既に開示のとおり無配とさせていただきます。また、Ｅ種優先株式につきましても、無

配といたします。

2027年３月期につきましては、業績及び財務状況の改善に向けた取組みを継続してまいりますが、引き続き運転資

金の確保が必要であることから、引き続き無配とさせていただきます。

株主の皆さまには深くお詫び申し上げますとともに、ご期待にお応えできるよう早期の業績の改善を目指し、最善

を尽くしてまいりますので、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

（６）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、当連結会計年度において継続して営業損失、減損損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計

上したほか、当連結会計年度末において債務超過の状態にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しております。

なお、継続企業の前提に関する詳細につきましては、「３．連結財務諸表及び主な注記 （５）連結財務諸表に関す

る注記事項 （継続企業の前提に関する注記）」に記載しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表を作成する方針であ

ります。

なお、IFRSの適用につきましては、国内外の情勢等を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,073 27,755

売掛金 22,800 17,902

未収入金 7,379 4,407

商品及び製品 14,025 7,233

仕掛品 11,465 8,903

原材料及び貯蔵品 18,584 11,330

その他 4,916 3,703

貸倒引当金 △90 △196

流動資産合計 100,156 81,039

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 95,968 96,084

減価償却累計額 △65,477 △67,552

建物及び構築物（純額） 30,491 28,532

機械装置及び運搬具 209,565 195,074

減価償却累計額 △207,719 △194,222

機械装置及び運搬具（純額） 1,845 852

土地 6,509 6,509

リース資産 1,725 1,002

減価償却累計額 △1,032 △718

リース資産（純額） 693 283

建設仮勘定 1,523 1,000

その他 17,911 12,140

減価償却累計額 △16,973 △11,545

その他（純額） 938 594

有形固定資産合計 42,001 37,772

無形固定資産

その他 1,190 223

無形固定資産合計 1,190 223

投資その他の資産

投資有価証券 3,110 113

退職給付に係る資産 - 4,655

繰延税金資産 525 168

その他 1,048 276

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 4,682 5,212

固定資産合計 47,875 43,208

資産合計 148,031 124,248
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 28,160 20,236

短期借入金 59,500 65,000

未払金 7,109 6,928

未払法人税等 77 105

有償支給に係る負債 8,290 4,277

賞与引当金 1,392 1,065

前受金 7,176 16,241

事業構造改善引当金 3,451 7,360

契約損失引当金 3,273 2,263

その他 6,416 4,383

流動負債合計 124,850 127,862

固定負債

長期未払法人税等 11 1

事業構造改善引当金 10,351 958

退職給付に係る負債 2,244 146

繰延税金負債 1,436 1,454

その他 2,247 1,237

固定負債合計 16,291 3,799

負債合計 141,141 131,661

純資産の部

株主資本

資本金 100 100

資本剰余金 141,205 141,205

利益剰余金 △144,664 △164,475

自己株式 △0 △0

株主資本合計 △3,358 △23,169

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 - 0

為替換算調整勘定 5,948 8,617

退職給付に係る調整累計額 4,059 7,031

その他の包括利益累計額合計 10,008 15,650

新株予約権 240 105

純資産合計 6,890 △7,412

負債純資産合計 148,031 124,248
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 188,012 132,328

売上原価 197,663 129,762

売上総利益又は売上総損失（△） △9,651 2,566

販売費及び一般管理費 27,416 21,259

営業損失（△） △37,068 △18,692

営業外収益

受取利息 223 169

為替差益 1,027 -

業務受託料 - 251

受取賃貸料 191 179

償却債権取立益 410 -

物品売却益 82 336

原材料売却益 125 432

その他 678 344

営業外収益合計 2,738 1,714

営業外費用

支払利息 4,409 8,733

為替差損 - 35

投資有価証券評価損 8 3,284

その他 1,668 1,431

営業外費用合計 6,086 13,484

経常損失（△） △40,415 △30,462

特別利益

固定資産売却益 1,830 85

関係会社株式売却益 - 18,533

退職給付制度終了益 - 2,752

新株予約権戻入益 - 234

その他 - 1,779

特別利益合計 1,830 23,386

特別損失

減損損失 21,563 1,972

事業構造改善費用 16,693 9,423

その他 219 55

特別損失合計 38,477 11,451

税金等調整前当期純損失（△） △77,062 △18,528

法人税、住民税及び事業税 962 868

法人税等調整額 195 414

法人税等合計 1,158 1,282

当期純損失（△） △78,220 △19,810

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △78,220 △19,810
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純損失（△） △78,220 △19,810

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1 0

為替換算調整勘定 △616 2,669

退職給付に係る調整額 67 2,972

その他の包括利益合計 △550 5,642

包括利益 △78,771 △14,168

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △78,771 △14,168
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100 141,205 △66,443 △0 74,862

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△78,220 △78,220

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - △78,220 - △78,220

当期末残高 100 141,205 △144,664 △0 △3,358

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評

価差額金

為替換算調整

勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額

合計

当期首残高 1 6,564 3,992 10,558 240 85,661

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△78,220

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△1 △616 67 △550 - △550

当期変動額合計 △1 △616 67 △550 - △78,771

当期末残高 - 5,948 4,059 10,008 240 6,890
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100 141,205 △144,664 △0 △3,358

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△19,810 △19,810

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - △19,810 - △19,810

当期末残高 100 141,205 △164,475 △0 △23,169

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評

価差額金

為替換算調整

勘定

退職給付に

係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額

合計

当期首残高 - 5,948 4,059 10,008 240 6,890

当期変動額

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△19,810

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

0 2,669 2,972 5,642 △134 5,507

当期変動額合計 0 2,669 2,972 5,642 △134 △14,303

当期末残高 0 8,617 7,031 15,650 105 △7,412
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △77,062 △18,528

減価償却費 4,069 3,914

減損損失 21,563 1,972

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30 87

支払利息 4,409 8,733

為替差損益（△は益） 55 △773

固定資産売却損益（△は益） △1,830 △85

売上債権の増減額（△は増加） 6,291 6,118

棚卸資産の増減額（△は増加） 16,292 17,335

仕入債務の増減額（△は減少） △17,883 △8,706

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） - △4,003

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,873 3,626

投資有価証券評価損益（△は益） 219 3,284

関係会社株式売却損益（△は益） - △18,533

新株予約権戻入益 - △234

事業構造改善費用 16,693 9,423

退職給付制度終了益 - △2,752

前受金の増減額（△は減少） 4,091 5,119

未収入金の増減額（△は増加） 10,564 3,037

未払金の増減額（△は減少） △1,522 △2,625

未払費用の増減額（△は減少） △789 △1,576

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,224 1,438

その他 △4,722 △9,065

小計 △20,238 △2,793

利息及び配当金の受取額 223 174

利息の支払額 △4,162 △8,354

特別退職金の支払額 - △6,442

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,273 △209

事業構造改善費用の支払額 - △5,570

営業活動によるキャッシュ・フロー △25,450 △23,197

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △3,018 △40

固定資産の取得による支出 △10,514 △1,194

固定資産の売却による収入 5,946 90

固定資産売却に係る前受金の受領額 - 3,816

定期預金の増減額（△は増加） △27 71

関係会社株式の売却による収入 - 20,000

敷金及び保証金の差入による支出 △22 △89

その他 △525 107

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,161 22,762

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 26,000 5,500

リース債務の返済による支出 △306 △549

新株予約権の発行による収入 - 100

財務活動によるキャッシュ・フロー 25,693 5,050

現金及び現金同等物に係る換算差額 △374 2,137

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,292 6,753

現金及び現金同等物の期首残高 28,725 20,432

現金及び現金同等物の期末残高 20,432 27,186
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、当連結会計年度において継続して営業損失、減損損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を

計上したほか、当連結会計年度末において債務超過の状態にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況が存在しております。

この状況を解消するため、当社グループは、BEYOND DISPLAY戦略のもと、成長領域へのリソースシフトによる事

業モデルの変革を進めております。具体的には、X線等のライフサイエンスセンサー、「ZINNSIA（ジンシア）」を

はじめとするIoTセンサー、産業用センサー、アンテナ等のセンサー事業と、ディスプレイ事業で培った技術・資

産を活用した先端半導体パッケージング事業により、製品・事業ポートフォリオの再編を図っております。ディス

プレイ事業においては、石川工場（石川県能美郡）への生産集約と高付加価値製品への注力による収益改善を図っ

ております。

また、コスト構造の抜本的改善に向け、全社的な事業構造改革にも取り組んでおります。2025年３月に生産終了

となった鳥取工場（鳥取県鳥取市）につき、2026年３月31日付で譲渡契約を締結しました。さらに、固定費負担が

大きかった茂原工場（千葉県茂原市）での生産も2025年11月に終了し、石川工場への生産集約による固定費の大幅

削減と生産性向上を目指した拠点再編を推進中です。加えて、生産拠点再編後の事業規模に応じた体制構築を目的

として、希望退職者の募集等による国内外の人員削減も進行中であり、国内では2025年８月25日の募集期間終了ま

でに1,483名の応募があり、当連結会計年度において1,320名が退職しました。これら施策を通して、早期の黒字体

質への転換と事業成長を目指してまいります。

財務面では、事業運営上必要な当面の運転資金を確保するため、いちごトラスト（以下「いちご」といいま

す。）より、当連結会計年度において新規借入（2025年４月、元本総額55億円）を実施したほか、当決算短信提出

日までに、借入に係る弁済期日を延長（元本総額220億円につき2026年５月29日まで、元本総額160億円につき2026

年６月30日まで、元本総額270億円につき2026年７月31日まで）することについて、いちごとの間で合意いたしま

した。

また、2025年６月25日付の取締役会決議に基づき、当社といちごとの間で資金調達に関する追加資本提携契約を

締結し、同年７月15日付で、いちごに対して当社普通株式を目的とした第14回新株予約権（行使時の調達総額は最

大約963億円）を、第三者割当の方法により発行いたしました。その後、（重要な後発事象）に記載のとおり、

2026年５月13日付のいちごによる当該新株予約権の一部行使に伴う普通株式発行により、約96億円を調達しており

ます。

今後も、他社への茂原工場資産の譲渡、資金需要に応じた機動的な借入実施、低効率資産の売却及び営業債権等

の流動化のほか、前述の第14回新株予約権のいちごに対する継続行使要請も含め、引き続き適時適切な資金調達及

び資本増強策を講じてまいります。

一方で、依然として厳しい競争環境が継続しており、米国の関税政策の影響、世界的なインフレによる原材料

費・エネルギー費・輸送費等のコストの高止まり、半導体・メモリ不足や地政学的リスクの高まりによるサプライ

チェーンへの影響、及び顧客需要の低下に伴う売上減少から、早期の業績回復による黒字転換が遅延するリスクが

あります。加えて、前述の各資金調達策は相手方との交渉を含め実施途上にあるため、その結果によっては当社グ

ループの資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があります。以上を勘案すると、現時点では継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を連結財務諸表に反映しておりません。
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(会計上の見積りの変更に関する注記)

当社は、前連結会計年度において、事業構造改善の一環として決定した茂原工場における生産終了に向け、将

来発生が見込まれる費用及び損失のうち、合理的に見積ることが可能な金額を事業構造改善引当金として計上し

ております。

当連結会計年度において、茂原工場の生産終了計画の検討が進捗し、生産・開発設備等の撤去及び廃棄に要す

る費用等の見込額のうち、主として工程期間に応じた月ごとの見込動力量、作業時間及び所要人員数についてよ

り精緻な見積りが可能となったことから、見積りの変更を行いました。

この変更により、当連結会計年度の事業構造改善費用及び事業構造改善引当金は1,975百万円増加し、税金等調

整前当期純損失は同額増加しております。

(追加情報に関する注記)

（重要な会社分割）

2026年３月期第２四半期（中間期）決算短信「添付資料 ２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）連結財務

諸表に関する注記事項（追加情報）」に記載のとおり、当社は、新設分割により新設する「株式会社

AutoTech」に対し当社車載関連の事業に関する権利義務を承継させる旨を、2025年５月15日開催の取締役会決

議により付議し、同年６月21日開催の第23期定時株主総会及び普通株主による種類株主総会において決議いた

しましたが、同年９月11日開催の取締役会において、新設分割の効力発生日を同年10月１日から2026年４月１

日（予定）に延期することを決議し、承継会社の設立予定日も同日付に変更しておりました。

その後、2026年３月12日開催の取締役会において、同年６月24日開催予定の第24期定時株主総会及び普通株

主による種類株主総会の承認を条件として、本新設分割を中止することを決議いたしました。

中止の理由は、事業環境や経営状況の変化を踏まえ、事業を一体的に運営することで、柔軟な生産対応やリ

ソース活用を通じた成長機会を最大化できると判断したものです。

(連結損益計算書に関する注記)

(固定資産売却益)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

主に旧東浦工場の売却及び製造委託先に設置していた自社所有設備の譲渡に伴うものであります。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

主に製造委託先に設置していた自社所有設備の譲渡に伴うものであります。

(関係会社株式売却益)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社及び当社の子会社であるJDI Design and Development合同会社が新たに設立した子会社３社に対して、当

社グループが保有する知的財産権の一部を現物出資により移管し、当該子会社の全株式を当社が譲渡したことに

よるものであります。

(退職給付制度終了益)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社における希望退職者の募集に対する応募者の確定が「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）に定める大量退職に該当するため、退職給付制度の一部終了に準ずる会計処理を実施

したことによるものであります。
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(新株予約権戻入益)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

いちごトラストによる第13回新株予約権の全部放棄に伴う戻入益199百万円及び当社ストック・オプションの権

利失効に伴う戻入益34百万円によるものであります。

(その他特別利益)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社顧客向け特定製品の同顧客負担の初期投資等に係る当社預り金に関して、同製品の量産計画の変更に伴う

協議の結果として、残額を一時に取崩したこと等によるものであります。

(減損損失)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当社グループでは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

事業用資産

その他流動資産、その他投資その他の資産
本社
東京都港区

746

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地、建設仮勘

定、その他有形固定資産、その他無形固定資産

茂原工場
千葉県茂原市

20,481

リース資産 海外販売子会社 4

遊休資産

建設仮勘定
茂原工場
千葉県茂原市

0

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、その他有形固定

資産、その他無形固定資産

鳥取工場
鳥取県鳥取市

215

機械装置及び運搬具、その他有形固定資産 フィリピン 115

合計 21,563

原則として事業用資産については管理会計上の区分を基礎とし、製造工程等の関連性を加味してグルーピング

しておりますが、遊休状態の資産については他の資産グループから独立したキャッシュ・フローを生み出す単位

として個別にグルーピングしています。

事業用資産及び共用資産については、主に稼働率が低下している茂原工場（千葉県茂原市）での生産を2026年3

月を目途に終了する影響から、eLEAP生産設備等に対して当連結会計年度において帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額21,232百万円（主として建設仮勘定20,197百万円）を特別損失に計上いたしました。なお、事

業用資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は当社グループが評価を委託した

外部の評価会社から入手した鑑定評価書（不動産及び動産）を利用し算出した鑑定評価額から処分費用見込額を

控除した価額に基づいて評価しております。

遊休資産については、将来の使用が見込まれなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額331百万円（主として機械装置及び運搬具192百万円及び、建物及び構築物62百万円）を特別損失に計上い

たしました。なお、遊休資産の回収可能価額は零としております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社グループでは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

事業用資産

その他流動資産、その他投資その他の資産
本社
東京都港区

498

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、そ
の他有形固定資産、その他無形固定資産

石川工場
石川県能美郡川北町

894

リース資産、その他有形固定資産 海外販売子会社 394

遊休資産

建物及び構築物、その他有形固定資産
茂原工場
千葉県茂原市

173

機械装置及び運搬具、建設仮勘定
石川工場
石川県能美郡川北町

10

合計 1,972

原則として事業用資産については管理会計上の区分を基礎とし、製造工程等の関連性を加味してグルーピングし

ておりますが、遊休状態の資産及び売却想定の資産については他の資産グループから独立したキャッシュ・フロー

を生み出す単位として個別にグルーピングしています。

事業用資産及び共用資産については、ディスプレイ業界の構造的な不況に加え、米国の関税政策や不安定な国際

情勢等により当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続き、主に液晶事業の収益性が低下した

ことにより、当連結会計年度において帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,788百万円（主として建

設仮勘定421百万円、その他投資その他の資産396百万円）を特別損失に計上いたしました。なお、事業用資産の回

収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は当社グループが評価を委託した外部の評価会社

から入手した鑑定評価書（不動産及び動産）を利用し算出した鑑定評価額から処分費用見込額を控除した価額に基

づいて評価しております。

遊休資産については、将来の使用が見込まれなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額184百万円（主として機械装置及び運搬具120百万円及び、その他有形固定資産59百万円）を特別損失に計上い

たしました。なお、遊休資産の回収可能価額は零としております。

(事業構造改善費用）

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

鳥取工場と茂原工場の生産終了に伴う、主に生産・開発設備の撤去及び廃棄等に要する見込費用であります。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

経営合理化及び収益改善を目指し実施した抜本的な構造改革に伴う諸費用を事業構造改善費用として計上して

おり、その内訳は以下のとおりであります。

早期退職関連費用 7,938 百万円

拠点再編に伴う費用 1,485 〃

計 9,423 百万円

(連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記)

（現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係）

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金及び預金 21,073百万円 27,755百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金及び預け金 △640 〃 △569 〃

現金及び現金同等物 20,432百万円 27,186百万円
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(セグメント情報等の注記)

当社グループは、ディスプレイ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 △7.88円 △10.17円

１株当たり当期純損失(△) △12.64円 △3.20円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 6,890 △7,412

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 55,640 55,505

(うち普通株式よりも優先的な株式の払込金額(百万
円))

(55,400) (55,400)

(うち新株予約権(百万円)) (240) (105)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) △48,750 △62,918

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(株)

6,188,721,284 6,188,721,284

（注）Ｅ種優先株式は、残余財産分配について普通株式より優先される株式であるため、１株当たり純資産額の算

定にあたって、Ｅ種優先株式に優先して配分される残余財産額を純資産の部の合計額から控除しておりま

す。また、Ｅ種優先株式は、残余財産を優先して配分された後の残余財産の分配について普通株式と同順位

であるため、１株当たり純資産額の算定上、その普通株式相当数を期末の普通株式の数に含めて計算してお

ります。

３．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失(△)(百万円) △78,220 △19,810

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失(△)(百万円)

△78,220 △19,810

期中平均株式数(株) 6,188,721,284 6,188,721,284

(うちＥ種優先株式(株)) （2,308,333,329) (2,308,333,329)

（注）Ｅ種優先株式は剰余金の配当請求権について、普通株式と同順位であるため、１株当たり当期純損失の算定

上、その普通株式相当数を期中平均株式数に含めて計算しております。
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(重要な後発事象)

（新株予約権の行使）

当社が発行した第14回新株予約権について、2026年５月13日付で新株予約権の一部行使が行われており、その概

要は以下のとおりであります。

（1）新株予約権の行使個数 10個

（2）新株予約権行使による調達額 9,631百万円

（3）発行した株式の種類及び株式数 普通株式 385,244,440株

（4）資本金の増加額 4,820百万円

（5）資本準備金の増加額 4,820百万円

（資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分）

当社は、2026年５月14日付の取締役会において、2026年６月24日に開催の第24期定時株主総会に資本金及び資本

準備金の額の減少並びに剰余金の処分に関する議案を付議することを決議いたしました。

１．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的

繰越利益剰余金の欠損填補により財務体質の健全化を図り、今後の資本政策の機動性を確保することを目的とし

て、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分を行うものであります。

２．資本金及び資本準備金の減少の方法及び額

会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、2026年５月14日現在の資本金の額4,920百万円のうち

4,820百万円を、資本準備金の全額48,160百万円を、2027年３月31日を効力発生日としてそれぞれ減少し、いずれも

その他資本剰余金に振り替えるものであります。

なお、当社発行の第14回新株予約権が同年５月14日から2027年３月31日までの期間に追加行使された場合、当該

追加行使に伴う新株発行による資本金及び資本準備金の各増加額と同額をそれぞれ減少させるものとします。これ

により、減少後の効力発生日における資本金の額は100百万円、資本準備金の額は０円となる見込みです。

３．剰余金の処分の内容

会社法第452条の規定に基づき、上記２.において資本金及び資本準備金からその他資本剰余金に振り替えた合計

金額を含むその他資本剰余金の全額を、同効力発生日においてその他資本剰余金から繰越利益剰余金に振り替え、

繰越利益剰余金の欠損填補に充当するものであります。ただし、振替額の上限は、確定決算に基づく2026年３月31

日における当該欠損額とします。

４．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の日程

（１）取締役会決議日 2026年５月14日

（２）株主総会決議日 2026年６月24日

（３）効力発生日（予定） 2027年３月31日
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４．補足情報

（１）連結業績の状況

（百万円）
2025年３月期 2026年３月期

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

民生・産業機器 22,270 16,059 11,755 12,068 6,278 7,219 4,960 5,075

車載 33,646 30,936 28,790 32,483 26,164 26,768 25,885 29,976

売上高(注)１ 55,917 46,996 40,546 44,552 32,443 33,987 30,846 35,051

EBITDA(注)２ △6,010 △7,436 △7,254 △12,347 △8,088 △4,272 △3,338 879

営業利益 △7,043 △8,437 △8,253 △13,333 △9,154 △5,278 △4,297 37

経常利益 △7,855 △9,476 △8,715 △14,368 △11,986 △7,114 △5,929 △5,432

親会社株主に帰属する
四半期純利益

△6,504 △10,317 △31,948 △29,450 △20,256 8,893 △3,169 △5,277

一株当たり四半期純利
益(円)

△1.05 △1.67 △5.16 △4.76 △3.27 1.44 △0.51 △0.85

対ドル為替レート
(期中平均)(円)

155.9 149.7 152.4 152.6 144.6 147.5 154.1 157.0

対ドル為替レート
(期末)(円)

161.1 142.7 158.2 149.5 144.8 148.9 156.6 159.9

(注)１ 2026年３月期第１四半期連結会計期間より、液晶スマートフォン事業縮小に伴う売上区分の統合、及び売上区

分の名称変更を次のとおり行いました。なお、売上区分の統合に伴い、前期の数値も組替えています。

：「スマートウォッチ・ＶＲ等」及び「液晶スマートフォン」→「民生・産業機器」

２ EBITDAは、営業利益（損失）に営業費用である減価償却費を加算して算出しています。

（２）連結財政状態

（百万円）
2025年３月期 2026年３月期

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

資産合計 212,016 197,152 176,456 148,031 141,390 149,426 138,560 124,248

負債合計 131,339 129,841 139,317 141,141 154,353 153,491 144,592 131,661

純資産合計 80,677 67,310 37,139 6,890 △12,962 △4,065 △6,031 △7,412

自己資本比率 37.9％ 34.0％ 20.9％ 4.5％ △9.3％ △2.8％ △4.4％ △6.1％

営業キャッシュ・
フロー

△116 △16,428 △2,753 △6,151 △9,982 △2,818 △6,339 △4,057

投資キャッシュ・
フロー

3,396 △1,235 △6,567 △3,754 11,792 10,385 474 109

財務キャッシュ・
フロー

△148 10,445 7,960 7,437 5,448 △73 △300 △23

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

33,258 23,682 23,753 20,432 27,654 35,720 30,888 27,186

フリーキャッシュ・
フロー

△1,987 △17,775 △6,229 △9,973 △10,097 △2,908 △6,617 △4,767

（３）その他情報（連結）

（百万円）
2025年３月期 2026年３月期

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

研究開発費 2,998 3,249 3,061 2,308 2,083 1,883 1,481 1,593

減価償却費 1,046 1,014 1,012 995 1,072 1,018 968 855


